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障害福祉サービスの体系（介護給付・訓練等給付）



障害支援区分の開発経緯

平成18年４⽉、障害者⾃⽴⽀援法施⾏

「障害程度区分」

市町村がサービスの種類や量などを決定するための判断材料の⼀つ

障害福祉サービスの必要性を明らかにするために障害者の心身の状態を総合的に表す

支給決定手続きの透明性・公平性を図る

しかし、特に精神障害者や知的障害者は、コンピュータによる一次判定で低く判定される傾向

市町村審査会による二次判定で引き上げられている割合が高い。その特性を反映できていない

平成24年６⽉、障害者総合⽀援法成⽴。平成26年４⽉、施⾏

「障害支援区分」 に名称変更

定義「障害者等の障害の多様な特性その他⼼⾝の状態に応じて必要とされる標準的な⽀援の度合
を総合的に示すもの」

知的障害者や精神障害者の特性に応じて適切に⾏われるよう必要な措置を講じる

障害程度区分から障害⽀援区分（必要とされる⽀援の度合）へ障害程度区分から障害⽀援区分（必要とされる⽀援の度合）へ



障害者総合支援法における「障害支援区分」の概要



障害支援区分の認定調査項目（80項目）



医
師
意
⾒
書

医
師
意
⾒
書

 審査会の委員は、精神科医師1人、看護師、PSW,理学療法⼠、
障害福祉施設職員の計5名（札幌市の場合）

 医学的な詳細な記載をしても、医師以外にはわかりません。
 申請者がどのような支援を必要としているかを記載します。

 審査会の委員は、精神科医師1人、看護師、PSW,理学療法⼠、
障害福祉施設職員の計5名（札幌市の場合）

 医学的な詳細な記載をしても、医師以外にはわかりません。
 申請者がどのような支援を必要としているかを記載します。

この欄の記載が特に重要この欄の記載が特に重要



障害支援区分認定審査会
中島公博︓平成18年〜審査会委員

平成25年〜札幌市障害支援区分認定等審査会総会会⻑
中島公博︓平成18年〜審査会委員

平成25年〜札幌市障害支援区分認定等審査会総会会⻑

障害支援区分の基本的考え方
障害支援区分は、透明で公平な支給決定を実現する観点から、基本的な考え方が３点
身体障害、知的障害、精神障害、難病等の特性を反映できるよう配慮しつつ、共通の基準
とすること

認定調査員や市町村審査会委員の主観によって左右されにくい客観的な基準とすること
審査判定プロセスと審査判定に当たっての考慮事項を明確化すること



これらの利⽤には主治医が関与しなくても利⽤できる。
精神疾患の特性を理解する上でも、
主治医の意⾒があった⽅が良いのではないか

これらの利⽤には主治医が関与しなくても利⽤できる。
精神疾患の特性を理解する上でも、
主治医の意⾒があった⽅が良いのではないか

障害支援区分と給付の関係



区分に応じた利⽤区分に応じた利⽤

区分なく利⽤可区分なく利⽤可

医師意⾒書がなくても利⽤
出来る障害福祉サービスの
利⽤者が多いのが現状である

医師意⾒書がなくても利⽤
出来る障害福祉サービスの
利⽤者が多いのが現状である

障害者の精神科的な状態をきめ
細やかに把握しきれていない
障害者の精神科的な状態をきめ
細やかに把握しきれていない

精神障害者における障害福祉サービス等別利⽤者数の推移



まとめ

障害福祉サービスの診療報酬改定は3年毎、次回は令和6年

障害程度区分（障害者⾃⽴⽀援法）は、障害⽀援区分（障害
者総合⽀援法）に変更になった

障害支援区分の認定方法 1次判定⇒審査会で2次判定

医師意⾒書の記載
その他特記すべき事項、必要とされる支援についての記載

障害福祉サービスには、区分認定が必要ないものが多い

障害支援区分は、障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態
に応じて必要とされる標準的な⽀援の度合を総合的に⽰すもの
障害支援区分は、障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態
に応じて必要とされる標準的な⽀援の度合を総合的に⽰すもの

障害支援区分について


